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事業報告

会計監査人の状況

① 名称    EY新日本有限責任監査法人

② 報酬等の額

支払額（千円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31,000

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 31,000

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確

に区分しておらず、実質的にも区別できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載

しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算定根拠等が適切であるかどうかに

ついて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

③ 非監査業務の内容

該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主

総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役

全員の同意に基づき会計監査人を解任する方針です。

⑤ 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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事業報告

業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務ならびに当

社企業集団の業務の適正を確保するための体制についての取締役会決議の概要及び運用状況の概要は以下

のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

［取締役会決議の概要］

イ. 「リンコーグループ経営理念」、「リンコーグループ行動規範」を策定し、社会的な規範と法令

順守の浸透を図ります。

ロ. 業務執行規則及び決裁規則・決裁基準を策定し、使用人の権限、機能、役割を明確に規定しま

す。

ハ. 内部通報制度規程を基に法令違反、社員行動規範・経営理念に違反する行為に関する相談窓口を

設け、コンプライアンス経営を強化します。

ニ. 総務部が当社及びグループ各社の法令順守・環境保全・危機管理の総合管理を行います。

ホ. 人事部が安全・保健衛生の総合管理及び改善指導を行います。

へ. 内部監査室が内部監査部門として内部監査を実施します。

［運用状況の概要］

イ．について

当社は、顧客・株主・社員とその家族・地域社会に信頼され、その全ての人々に貢献する企業集団

を目指すこと等を謳った「リンコーグループ経営理念」、社会のルールやモラルに則った行動を行

うこと等を謳った「リンコーグループ行動規範」を全社に示したうえ、「リンコーコーポレーショ

ン企業理念」（「私たちは お客様の心を大切にし 未来を見つめ 新しい社会 豊かな人間環境を創

造する企業をめざします」）のもと、法令及び社会規範順守の精神の浸透に努めております。

また、東京証券取引所が会社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上のため上場会社を対象に対

応を求める「コーポレートガバナンス・コード」の趣旨・精神の理解に努め、取締役会において当

社の状況を確認し、方針等を検討し決議のうえ、開示すべき内容については適切に開示して業務の

適正を確保するための体制整備に取組んでおります。

ロ．について

業務執行規則に会社の組織、職制及び職務分掌を定め、決裁規則・決裁基準により重要事項の決裁

基準を明らかにし、適正かつ円滑な業務の遂行に努めております。

ハ．について

内部相談窓口に加え顧問弁護士を外部窓口とする内部通報制度（リンコーホットライン）を制定

し、継続的な制度周知と通報しやすい環境を整備することにより、コンプライアンス経営の強化に

努めております。

ニ．について

総務部は顧問弁護士等の専門家とも連携し、当社及びグループ各社の法令順守・環境保全・危機管

理の総合管理を担っております。

ホ．について

人事部は産業カウンセラー等の専門家とも連携し、当社及びグループ各社の安全・保健衛生の総合

管理及び改善指導を担っております。
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ヘ．について

内部監査室は監査役・会計監査人とも密に意見交換のうえ、当社及びグループ各社の内部監査を実

施しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

［取締役会決議の概要］

文書管理規程、決裁規則に則り、取締役会、決裁書等の取締役の職務に係る情報を記録・保存し、必

要に応じて取締役、監査役等が閲覧できる体制とします。

［運用状況の概要］

決議のとおり実施しております。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

［取締役会決議の概要］

リスクの把握と評価、リスクへの対応方針を検討する組織として「リスク評価委員会」を、危機管理

組織として代表取締役を委員長とする「危機管理委員会」を設置し、危機管理体制を構築します。ま

た、当社及びグループ各社のコンプライアンス推進を図るため、「コンプライアンス委員会」を設置

します。

［運用状況の概要］

リンコーグループ危機管理基本規程に基づき、体制の整備を行い、平時においても定期的に各委員会

を開催し、法令・規則規程・その他の社会的規範を遵守する企業風土の醸成に努めております。

④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

［取締役会決議の概要］

イ．代表取締役社長は、毎年、取締役会に「経営の基本課題」を示し、承認を得た上でグループ全体

に明示し、各取締役・事業部門・関係会社はその課題の克服に努めます。

ロ．内部監査部門は、当社の各部門及び全ての子会社の職務執行が各種法令ならびに会社の規則、規

程に則していることを確認するため内部監査を実施し、その結果を取締役会に報告するものとし

ます。

［運用状況の概要］

イ．について

取締役会における経営の意思決定に基づき、業務執行が迅速かつ効率的に行われるように執行役員

会を定期的に開催し、経営課題の克服に取組んでおります。

ロ．について

実施された内部監査の監査結果は、定期的に取締役会に報告されております。

⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

［取締役会決議の概要］

イ．関係会社管理規則、関係会社決裁基準を定め、グループ経営の指針と関係会社の権限及び当社へ

の承認事項・報告事項を明確にします。

ロ．関係会社に対して内部監査部門による内部監査を行います。

［運用状況の概要］

イ．について

決議のとおり関係会社管理規則、関係会社決裁基準を定め、グループ経営の指針と当社への承認事

項・報告事項の明確化を図っております。
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ロ．について

決議のとおり実施しております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項

［取締役会決議の概要］

監査役監査の実務を補助するため監査役室を設置し、専任の使用人を配置します。

［運用状況の概要］

監査役室に専任の使用人１名を配置しております。

⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保

に関する事項

［取締役会決議の概要］

前号の使用人は、取締役の指揮命令は受けないものとし、人事については監査役と協議することとし

ます。

［運用状況の概要］

決議のとおり実施しております。

⑧ 監査役への報告に関する体制

［取締役会決議の概要］

イ．監査役は、取締役会等の重要会議に出席し、経営状況について報告を受ける体制とします。

ロ．取締役及び使用人は「監査役が送付を受ける重要書類」に基づき、適宜業務の状況を監査役に報

告し、監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告

を行うものとします。

ハ．当社企業集団の業務の適正を脅かすおそれのある事実等を発見した、または当該事実等に係る報

告を受けた当社及び子会社の役職員は、監査役に速やかに適切な報告を行うものとします。

［運用状況の概要］

イ．について

決議のとおり実施しております。

ロ．について

適切な報告が行われるよう当該決議方針の周知徹底に努めております。

ハ．について

当該決議方針の周知徹底に努めております。

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確

保するための体制

［取締役会決議の概要］

監査役に報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し

ます。

［運用状況の概要］

当社及び子会社の役職員に対する周知徹底に努めております。
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⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項

［取締役会決議の概要］

監査役が当社に対し、その職務の執行について生ずる費用の前払または償還の請求をしたときは、当

該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速や

かに当該費用または債務を処理します。

［運用状況の概要］

決議のとおり実施しております。

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

［取締役会決議の概要］

代表取締役社長は、監査役会と定期的に会合をもち、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課

題について意見を交換し、併せて必要な要請を受けることとします。

［運用状況の概要］

決議のとおり実施しております。また、監査役会は、社外取締役が情報収集の強化を図ることができ

るよう、監査役と社外取締役との定期的な連携協議を行っております。

⑫ 反社会的勢力等の排除に関する事項

［取締役会決議の概要］

市民社会に脅威を与える反社会的勢力等には、毅然として対処し、一切関係を持ちません。

［運用状況の概要］

反社会的勢力等の排除に向けて日頃から警察機関及び顧問弁護士との連携を深めるとともに、新潟県

企業対象暴力対策協議会に加盟する等して地域社会との連携を強め、反社会的勢力等排除の方針の徹

底に努めております。

事業報告

会社の支配に関する基本方針

記載する事項はありません。
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連結計算書類

連結株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,950,000 809,241 2,799,024 △272,635 5,285,629

当連結会計年度

剰余金の配当 △80,926 △80,926

親会社株主に帰属する
当期純利益

526,841 526,841

自己株式の取得 △20 △20

自己株式の処分 68,418 68,418

土地再評価差額金の取崩 17,337 17,337

株主資本以外の項目の当連結

会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 － － 463,252 68,397 531,649

当連結会計年度末残高 1,950,000 809,241 3,262,276 △204,238 5,817,279

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

退職給付に係る

調 整 累 計 額

その他の包括利

益累計額合計

当連結会計年度期首残高 2,892,144 9,298,492 376,422 12,567,059 17,852,688

当連結会計年度

剰余金の配当 △80,926

親会社株主に帰属する
当期純利益

526,841

自己株式の取得 △20

自己株式の処分 68,418

土地再評価差額金の取崩 17,337

株主資本以外の項目の当連結

会計年度変動額（純額）
△306,902 △142,316 46,684 △402,534 △402,534

当連結会計年度変動額合計 △306,902 △142,316 46,684 △402,534 129,115

当連結会計年度末残高 2,585,242 9,156,175 423,106 12,164,524 17,981,804

(注) 千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。
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連結計算書類

連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（１）連結の範囲に関する事項

   ・連結子会社の数及び連結子会社の名称

３社 ……… 株式会社ホテル新潟、リンコー運輸株式会社、リンコー港運倉庫株式会社

   

（２）持分法の適用に関する事項

該当なし

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

（４）会計方針に関する事項

① 資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等

以外のもの
………

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ……… 移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ ……… 時価法

ハ．棚卸資産

商品（機械、不動産、一

般商品）及び仕掛品
………

個別法による原価法（連結貸借対照表価額については、収益

性の低下による簿価切下げの方法により算定）

商品（部品） ……… 移動平均法による原価法（同上）

原材料及び貯蔵品 ……… 先入先出法による原価法（同上）

一部の連結子会社の商

品、原材料及び貯蔵品
……… 最終仕入原価法（同上）

② 固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び一部の連結子会社は、定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び構築物、2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備については、定額法によっております。

また、株式会社ホテル新潟は、主として定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物   ３年～50年

機械装置及び運搬具 ２年～15年

その他       ２年～20年

ロ．リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

従業員の賞与に充てるためのもので支給見込額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準

当社企業グループは、運輸事業、不動産業、ホテル業、機械整備販売業、その他附帯事業、商

品販売業を行っております。これら事業に係るサービスについては、顧客に当該サービスの提供

を完了した時点で履行義務が充足されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。

なお、運輸事業及び機械整備販売業の一部並びに商品販売業については、当社企業グループが代

理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供するサービスと交換に受け取る額

から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。

また、収益は顧客との契約において約束された対価から値引き等を控除した金額で測定してお

ります。

取引の対価は履行義務を充足してから概ね１カ月以内に回収しており、重要な金融要素は含ん

でおりません。

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る会計処理の方法

ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

ⅱ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（11年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。

ⅲ）小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ロ．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益とし

て処理しております。

8



２．会計上の見積りに関する注記

（繰延税金資産の回収可能性）

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産（相殺前）                 425,422千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

  当社企業グループは、繰延税金資産について、将来の収益力に基づく課税所得の見積りに基づき、

回収可能性があると判断した将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金について繰延税金資産を計上

しております。

将来の収益力に基づく課税所得の見積りに用いた重要な仮定は、主に売上高の基礎となる貨物取扱

量及び変動費の主たる項目となる下払費の売上高に対する比率等であります。

繰延税金資産は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定に変

更が生じた場合、繰延税金資産が減少又は増加し、この結果、税金費用が増減する可能性があります。

３．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第 27 号 2022 年 10 月 28 日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022 年改正会計基準第

20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第 28 号 2022 年 10 月 28 日。以下「2022 年改正適用指針」という。）第 65-２項(2)ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っております。当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書

類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022 年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適

用しております。
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４．連結貸借対照表に関する注記

（１）担保に供している資産及び対応する債務

担保提供資産

商品（不動産） 16,199千円

有形固定資産 14,629,734千円

投資有価証券 1,525,603千円

計 16,171,537千円

上記に対応する債務

短期借入金 1,400,000千円

１年内返済長期借入金 2,058,514千円

長期借入金 3,244,533千円

計 6,703,047千円

（２）有形固定資産の減価償却累計額          18,248,743千円

（３）土地再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地再評価を行い、再

評価差額に係る税金相当額を再評価に係る繰延税金負債として固定負債の部に計上し、再評価差額か

ら税金相当額を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。

① 再評価を行った年月日            2002年３月31日

② 再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める

固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しております。

③ 再評価を行った土地の連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

6,476,423千円

④ 再評価を行った土地のうち、賃貸等不動産に係る部分の連結会計年度末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額

1,000,772千円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当連結会計年度末における発行済株式数

  普通株式                     2,700,000株

（注）普通株式には、自己株式111,353株が含まれております。また、当該自己株式の株数には、株式            

給付信託（従業員持株会処分型）が保有する株式108,900株が含まれております。

（２）剰余金の配当に関する事項

① 配当支払額

2024年６月26日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

株式の種類 普通株式

配当金の総額 80,926千円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 30円

基準日 2024年３月31日

効力発生日 2024年６月27日

（注）2024年６月26日の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（従業員持株  

会処分型）の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式

に対する配当金4,401千円が含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2025年６月27日の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

株式の種類 普通株式

配当金の総額（注） 107,901千円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 40円

基準日 2025年３月31日

効力発生日 2025年６月30日

（注）2025年６月27日の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（従業員持株  

会処分型）の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式

に対する配当金4,356千円が含まれております。

６．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

当社企業グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については主に銀行

借入れや社債発行によっておりますが、設備投資計画の状況により銀行以外の金融機関（リース会社

等）による資金調達も行う方針であります。デリバティブ取引は、為替変動リスクを回避するために

利用し、投機的な取引は行いません。

営業債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従い、各事業部門において取引先の債権回収

を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理すると共に財務状況等の悪化による回

収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社においても、当社の与信管理規程に準じて営

業債権の管理を行っております。

営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されており、当社経理部において、適時、資金繰計画を作

成・更新し、連結子会社の資金管理を集中して行うことで資金利用の効率化と金利負担の軽減を図っ

ております。

投資有価証券の市場リスクは、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握し、関係す

る役員へ報告する体制をとっております。

デリバティブ取引は、当社商事課の貿易取引の外貨決済に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取

引を目的とした先物為替予約取引であります。
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（２）金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

投資有価証券（＊２）

その他有価証券 5,350,114 5,350,114 －

資 産 計 5,350,114 5,350,114 －

社債（＊３） 890,000 872,612 △17,387

長期借入金（＊４） 6,540,959 6,499,559 △41,400

負 債 計 7,430,959 7,372,171 △58,788

（＊１）「現金及び預金」、「受取手形、営業未収入金及び契約資産」、「電子記録債権」、「支払

手形及び営業未払金」、「電子記録債務」、「短期借入金」については、短期間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（＊２）市場価格のない株式等は「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品連結貸借

対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（千円）

非上場株式 317,578

（＊３）負債のうち、「社債」には１年内償還社債が含まれております。

（＊４）負債のうち、「長期借入金」には１年内返済長期借入金が含まれております。

（３）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した

        時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算

        定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券 5,350,114 － － 5,350,114
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②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融負債

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 872,612 － 872,612

長期借入金 － 6,499,559 － 6,499,559

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。

社債

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

７．賃貸等不動産に関する注記

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社企業グループは、新潟県を中心に賃貸用住宅、商業施設及び貸地・駐車場等を所有しておりま

す。また、賃貸用住宅、商業施設、駐車場については土地を含んでおります。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価 (千円）

5,417,163 4,658,868

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、また一

定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて算定しております。
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８．収益認識に関する注記

（１）収益の分解情報

当社企業グループは、「運輸部門」、「不動産部門」、「ホテル事業部門」及び「関連事業部門」

の４つの報告セグメントに区分しており、当該報告セグメントは、取締役会が、経営資源の配分の決

定及び業績の評価をするために、定期的に検討を行う対象としていることから、これら４事業で計上

する収益を売上高として表示しております。また、計上科目別の収益は、事業の内容に基づき分解し

ております。これらの分解した収益とセグメント売上高との関連は以下のとおりであります。

（単位：千円）

報告セグメント

計
運輸部門 不動産部門

ホテル事業

部門

関連事業

部門

売上高

運輸事業 9,165,157 － － － 9,165,157

不動産業 － 14,297 － － 14,297

機械整備販売業 － － － 582,789 582,789

ホテル業 － － 2,330,229 － 2,330,229

その他附帯作業 684,913 － － 367,225 1,052,138

その他 46,105 － － 46,644 92,750

顧客との契約から生じる収益 9,896,176 14,297 2,330,229 996,659 13,237,363

その他の収益 44,639 260,953 － － 305,593

外部顧客への売上高 9,940,816 275,251 2,330,229 996,659 13,542,957

（２）収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に

関する注記等）（４）会計方針に関する事項 ④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

（３）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約残高等

契約資産の内訳は以下のとおりであります。

契約資産（期首残高）  71,296千円

契約資産（期末残高）  79,637千円

連結貸借対照表上、契約資産は「受取手形、営業未収入金及び契約資産」に計上しております。

契約資産は、各報告期間の末日時点で全部又は部分的に完了しているが、まだ支払いに対する権利

を得ていない作業の対価に関連するものです。契約資産は、支払に対する権利が無条件になった時

点で債権に振り替えられます。

② 残存履行義務に配分した取引価格

当社企業グループは、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、

当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引はないため、記載を省略しております。
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９．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 6,946円 41銭

１株当たり当期純利益 205円 03銭

（注）株式給付信託（従業員持株会処分型）を導入しており、株主資本において自己株式として計上さ

れている株式給付信託（従業員持株会処分型）に残存する自社の株式は、１株当たり純資産額の算

定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。また、１株当たり当期純利益

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

  １株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当連結会計年度末におい

て111千株であります。

  １株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当連結会計年度に

おいて130千株であります。

10．その他の注記

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、従業員の福利厚生の増進及び当社の企業価値向上に係るインセンティブの付与を目的として、

従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っています。

(1）取引の概要

当社は、2024 年３月より「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下「本制度」という。）を導入

しました。

本制度の実施に伴い、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社（以下「受託者」という。）を

受託者とする「株式給付信託（従業員持株会処分型）契約書」（以下「本信託契約」という。）を締結し

ました（以下、本信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」という。）。また、受託者は、株式会

社日本カストディ銀行との間で、株式会社日本カストディ銀行を再信託受託者として有価証券等の信託財

産の管理を再信託する契約を締結しました。

株式会社日本カストディ銀行は、株式会社日本カストディ銀行に設定される信託Ｅ口（以下「信託Ｅ口」

という。）において、設定後５年間にわたり持株会が購入することが見込まれる数に相当する当社株式を

予め一括して取得し、以後、持株会の株式購入に際して定期的に当社株式を売却していきます。信託Ｅ口

による持株会への当社株式の売却を通じて、信託終了時までに、本信託の信託財産内に株式売却益相当額

が累積した場合には、かかる金銭を残余財産として、受益者適格要件を充足する持株会加入者（従業員）

に分配します。

また、当社は、信託Ｅ口が当社株式を取得するために受託者が行う借入に際し保証をするため、当社株

価の下落等により、信託終了時において、株式売却損相当額の借入残債がある場合には、保証契約に基づ

き当社が当該残債を弁済することとなります。

(2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する自社の株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、株主資本に

自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、そ

れぞれ 197,109 千円、108 千株であります。

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

当連結会計年度末 217,204 千円
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（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第 13 号）が 2025 年３月 31 日に国会で成立したこ

とに伴い、2026 年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることに

なりました。

これに伴い、2026 年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金

資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を 30.46％から 31.36％に変更し計算しております。各連

結子会社におきましても、上記改正を踏まえ法定実効税率を変更しております。

この変更により、当連結会計年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

71,694 千円、その他有価証券評価差額金が 31,562 千円、退職給付に係る調整累計額が 5,547 千円それぞれ

減少し、法人税等調整額が 34,584 千円増加しております。

また、再評価に係る繰延税金負債は 124,979 千円増加し、土地再評価差額金が同額減少しております。
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計算書類

株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
(単位：千円)

株主資本 評価・換算差額等

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

評 価 ・ 換
算 差 額 等
合 計

純資産
合計

資本準備金 利益準備金
その他利益
剰余金(注)

当期首残高 1,950,000 805,369 310,800 4,069,157 △272,635 6,862,691 2,876,611 8,728,497 11,605,109 18,467,801

当期変動額

剰余金の配当 △80,926 △80,926 △80,926

当期純利益 396,483 396,483 396,483

自己株式の取得 △20 △20 △20

自己株式の処分 68,418 68,418 68,418

土地再評価差額金の取崩 17,337 17,337 17,337

固定資産圧縮
積立金の取崩

－ －

実効税率変更
による増減

－ －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ △308,366 △138,406 △446,773 △446,773

当期変動額合計 － － － 332,894 68,397 401,291 △308,366 △138,406 △446,773 △45,481

当期末残高 1,950,000 805,369 310,800 4,402,051 △204,238 7,263,982 2,568,245 8,590,090 11,158,336 18,422,319

(注)その他利益剰余金の内訳

固定資産圧縮
積 立 金

別途積立金 繰越利益剰余金
そ の 他 利 益
剰 余 金 合 計

当期首残高 887,590 800,000 2,381,566 4,069,157

当期変動額

剰余金の配当 △80,926 △80,926

当期純利益 396,483 396,483

自己株式の取得 －

自己株式の処分 －

土地再評価差額金の取崩 17,337 17,337

固定資産圧縮
積立金の取崩

△15,891 15,891 －

実効税率変更
による増減

△11,089 11,089 －

当期変動額合計 △26,981 － 359,875 332,894

当期末残高 860,609 800,000 2,741,442 4,402,051

(注) 千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。
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計算書類

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

その他有価証券

……… 移動平均法による原価法

市場価格のない株式等以外

のもの
………

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ……… 移動平均法による原価法

② デリバティブ ……… 時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品（機械、不動産、一般商

品）及び仕掛品
………

個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

商品（部品） ……… 移動平均法による原価法（同上）

貯蔵品 ……… 先入先出法による原価法（同上）

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び構築物、2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物      ３年～50年

構築物     ３年～50年

その他     ２年～20年

② リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与に充てるためのもので支給見込額を計上しております。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（11年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しております。
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（４）収益及び費用の計上基準

当社は、運輸事業、不動産業、機械整備販売業、その他附帯事業、商品販売業を行っております。

これら事業に係るサービスについては、顧客に当該サービスの提供を完了した時点で履行義務が充足

されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。なお、運輸事業及び機械整備販売業の

一部並びに商品販売業については、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者

が提供するサービスと交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として

認識しております。

また、収益は顧客との契約において約束された対価から値引き等を控除した金額で測定しておりま

す。

取引の対価は履行義務を充足してから概ね１カ月以内に回収しており、重要な金融要素は含んでお

りません。

（５）その他計算書類作成のための基本となる事項

① 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理方法は、

連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

② 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として

処理しております。

２．会計上の見積りに関する注記

（繰延税金資産の回収可能性）

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

  繰延税金資産（相殺前） 224,415千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

     当社は、繰延税金資産について、将来の収益力に基づく課税所得の見積りに基づき、回収可能性

があると判断した将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金について繰延税金資産を計上しており

ます。

     将来の収益力に基づく課税所得の見積りに用いた重要な仮定は、主に売上高の基礎となる貨物取

扱量及び変動費の主たる項目となる下払費の売上高に対する比率であります。

     繰延税金資産は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定に

変更が生じた場合、繰延税金資産が減少又は増加し、この結果、税金費用が増減する可能性があり

ます。

３．会計方針の変更に関する注記

  （「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下

「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的

な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。

以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりま

す。当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。
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４．貸借対照表に関する注記

（１）担保に供している資産及び対応する債務

担保提供資産

商品（不動産） 16,199千円

有形固定資産 14,629,734千円

投資有価証券 1,525,603千円

計 16,171,537千円

上記に対応する債務

短期借入金 1,400,000千円

１年内返済長期借入金 2,058,514千円

長期借入金 3,244,533千円

計 6,703,047千円

（２）有形固定資産の減価償却累計額          9,343,925千円

（３）保証債務

保 証 先 金 額 内 容

リンコー運輸㈱ 150,022千円 全国通運に対する交互計算精算債務保証

（４）関係会社に対する金銭債権・金銭債務

短期金銭債権 259,456千円

短期金銭債務 1,029,015千円

（５）土地再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地再評価を行い、再

評価差額に係る税金相当額を再評価に係る繰延税金負債として固定負債の部に計上し、再評価差額か

ら税金相当額を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。

① 再評価を行った年月日            2002年３月31日

② 再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める   

固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しております。

③ 再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

                        6,454,996千円
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５．損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

営業取引 売上高 125,913千円

仕入高 1,652,446千円

販売費及び一般管理費 7,947千円

計 1,786,308千円

営業取引以外の取引 82,897千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式数

普通株式 111,353株

（注）普通株式の自己株式の株数には、株式給付信託（従業員持株会処分型）が保有する株式108,900株

が含まれております。

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金、退職給付引当金、固定資産圧縮積立金、簿価修正によ

る評価差額金等であり、評価性引当額は674,815千円であります。

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したこと

に伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりま

した。

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産

及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.46％から31.36％に変更し計算しております。

この変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は67,476千

円、法人税等調整額が36,158千円、それぞれ増加し、その他有価証券評価差額金が31,318千円減少してお

ります。

また、再評価に係る繰延税金負債は121,069千円増加し、土地再評価差額金が同額減少しております。
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８．関連当事者との取引に関する注記

関連会社等

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の

内容

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

子会社
リンコー

運輸㈱

新潟県

新潟市
30,000

通運事

業、

貨物自

動車運

送事業

所有直接

100

資金の貸借、

役員の兼任

資金の借

入

（注１）

17,299

短期

借入金
640,136

利息の支

払

（注１）

1,026

傭車料の

下払

（注２）

1,098,700
営業

未払金
106,243

上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

注１ マネー・コントロール・サービスによる貸付または借入であり、当社が運転資金等を一元的に管

理しております。なお、貸付及び借入利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

注２ 傭車料の下払については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上、決定しております。

９．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「連結注記表 ８．収益認

識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 7,116円 58銭

１株当たり当期純利益 154円 29銭

（注）株式給付信託（従業員持株会処分型）を導入しており、株主資本において自己株式として計上さ

れている株式給付信託（従業員持株会処分型）に残存する自社の株式は、１株当たり純資産額の算

定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。また、１株当たり当期純利益

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

  １株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当事業年度末において111

千株であります。

  １株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当事業年度におい

て130千株であります。

11．その他の注記

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

「連結注記表 10．その他の注記（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）」に同一の内

容を記載しておりますので注記を省略しております。
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